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１　受給者証が届くまでの期間　
・申請の受付日から３ヶ月程度で大阪府から郵送されます。
事例によっては、３ヶ月以上必要となる場合がありますのでご了承ください。
また審査の結果、不認定となった場合は不認定通知が郵送されます。
２　認定された場合の「助成開始日」　
　　　年　　月　　日　（申請時点）
※申請日からの遡り期間は原則１か月とし、申請日が診断年月日から1か月以内の場合、
助成開始日は「診断年月日」、やむを得ない理由があるときは最長３か月まで遡ることが
できます。軽症高額該当者は、軽症高額の基準を満たした日の翌日が助成開始日となります。
３　還付請求（償還払い）
・認定されますと受給者証とともに、医療費の償還払いに係る請求書類が送付されますので、
必要書類をご準備のうえ下記提出先宛に郵送で請求してください。
・受給者証が交付されるまでの期間の医療費は、一旦医療機関でお支払いください。
【提出先】〒540-8570　大阪市中央区大手前2丁目

大阪府 健康医療部 保健医療室 地域保健課 難病認定グループ　償還払い担当
（代表番号）０６-６９４１-０３５１（内線2588）
４　各種変更　
・健康保険証、住所、氏名等の変更があれば手続きが必要です。
大阪府のホームページをご確認いただくか、茨木保健所までお問い合わせください。
5  更新申請   
・特定医療費（指定難病）受給者証の有効期限までに更新申請が必要です。
更新期間　令和9年７月1日 ～ 令和9年12月31日
・対象の方には、例年、６月末から７月までに順次更新案内を送付します。
更新案内が届かない場合は、茨木保健所までご連絡ください。



自己負担上限額は、受給者と同じ医療保険に加入する者の市町村民税（所得割）によって決定されます。
指定難病による医療を受けた場合は､その月の自己負担額を合算し､自己負担上限額(月額)まで達した時は､それ以上の自己負担はなくなります。(複数の医療機関を受診した場合も､自己負担額は合算されます｡) また､月額自己負担上限額の管理は､「自己負担上限額管理票」で行います。
【月額自己負担上限額表】（原則）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	
	
	患者負担割合:
	2割（現在1割の方は変わりません）

	階層区分
	階層区分の基準

《医療保険上の世帯で算定します》
	自己負担上限額（外来+入院+薬代+訪問看護の費用）

	
	
	
	一般
	高額かつ

長期（※1）
	人工呼吸器等

装着者

	生活保護等
【Ａ】
	
	—
	０
	０
	０

	低所得Ⅰ
【Ｂ１】
	市町村民税

非課税
	本人年収

〜82.65万円
	2,500
	2,500
	

	低所得Ⅱ
【Ｂ２】
	（世帯）

（※2）
	本人年収

82.65万円～
	5,000
	5,000
	

	一般所得Ⅰ
【Ｃ１】
	市町村民税

課税以上7.1万円未満
	10,000
	5,000
	1,000

	一般所得Ⅱ
【Ｃ２】
	市町村民税

7.1万円以上25.1万円未満
	20,000
	10,000
	

	上位所得

【Ｄ】
	市町村民税25.1万円以上
	30,000
	20,000
	

	入院時の食費
	全額自己負担（生活保護等【A】は全額公費負担）


· 高額かつ長期

受給者証の認定期間内に、医療費総額（10割額）が5万円を超える月が申請月を含む過去１年間に
6回以上ある方の自己負担額が下がる制度です。

適用を受けるには、変更申請手続きが必要です。*変更適用は受付月の翌月（1日の場合は申請月）から
（例）申請受付が７月２日の場合
　算定期間は前年8月～当年7月までの１年間、適用開始は８月１日～
· 市町村民税非課税世帯

患者（18歳未満の方は保護者）の年収（年金•手当等を含む）により低所得Ⅰか低所得Ⅱかを算定。
· 指定難病や小児慢性の受給者が他にいる場合

同じ医療保険に加入する者で自己負担上限額を按分。

（按分の計算方法）

各患者の負担上限額＝患者本人の負担上限額×(世帯で最も高い者の負担上限額÷世帯における負担上限額の総額）
特定医療費（指定難病）支給認定申請をされた方へ








大阪府茨木保健所　地域保健課


指定難病事務担当


℡ ０７２－６２４－４６６８





保健所からお電話することがございます。





上記電話番号をご登録ください。





申請後の流れなど、窓口でご説明している内容を


動画で公開しています。





右のQRコードを読み取り、ご視聴ください。


※動画視聴にかかる通信費等は、視聴


される方の負担となります。





月額自己負担上限額の金額








